
「ぎふの木の家」登録要領 

 

平成２０年３月１４日県流第５７９号林政部長通知 

平成２１年５月１５日県流第 ８８号改正 

平成２１年９月１４日県流第３１１号改正 

平成２２年６月１４日県流第２１８号改正 

平成２３年３月 ９日県流第８２２号改正 

平成２４年３月２９日県流第７３２号改正 

平成２６年７月 １日県流第２１４号改正 

平成２８年１月１２日県流第６４６号改正 

平成３０年４月 ６日県流第 ３６号改正 

平成３１年２月１８日県流第７１２号改正 

令和 ３年３月２４日県流第８５５号改正 

令和 ４年３月３０日県流第６５３号改正 

令和 ５年４月１０日県流第 １４号改正 

 

（目 的）    

第１条  岐阜県産の木材の利用を拡大することは、岐阜県の林業や木材産業の活性化だけでなく、 

間伐などの森林整備を進め、山地災害の防止など安全な県土づくりや温室効果ガスである二酸 

化炭素の吸収、蓄積に繋がる。このため、岐阜県では、県産材の住宅分野での利用を拡大するた

め、金融機関との連携により、岐阜証明材推進制度実施要領（平成１９年１月２４日付け県流第

４６３号林政部長通知。）により産地、合法性を証明された木材（以下「ぎふ証明材」という。）、

ぎふ性能表示材推進制度実施要領（平成２２年６月１１日施行。）により認証された木材（以下

「ぎふ性能表示材」という。）又はＪＡＳ（日本農林規格）製品を構造材又は内装材に一定量以

上使用した住宅の建築主に対して有利な住宅ローンの金利支援制度（以下「本制度」という。）

が適用できることとする。 

 

（登録要件） 

第２条  登録の対象とする住宅は、次の各号に該当する住宅（以下「ぎふの木の家」という。）と

する。 

（１）岐阜県、愛知県及び三重県に自ら居住するため新築する一戸建て木造住宅。ただし、独立

行政法人住宅金融支援機構証券化支援事業活用型住宅ローン（フラット３５、フラット３

５Ｓ、フラット５０）及び、県産材使用が条件となる住宅ローンの対象となる住宅である

こと。なお、フラット５０については対応可能な金融機関に限る。 

（２）次の木材使用量の条件をすべて満たす木造住宅。 

１ 対象となる構造材（土台、束、柱、大引き、梁、桁、胴差し、母屋、棟木、隅木）の使

用量のうち、「ぎふ性能表示材」又は「ぎふ証明材かつ別表１に示す JＡＳ製品」（以

下「性能表示材等」という。）を８０％以上使用すること。 



２ 対象となる構造材に性能表示材等を７．５㎥以上使用すること。 

なお、対象となる構造材に使用する性能表示材等が７．５㎥未満の場合は、県が実施す

る「ぎふの木で家づくり支援事業」の対象となる住宅であること。 

（３）事前登録をした年度の３月末までに県産材使用状況が確認できる住宅 

２ 前項の（２）に規定する構造材について、性能表示材等の対象とならない形状又は規格によ

る場合は、ぎふ証明材とする。 

 

（事前登録） 

第３条 本制度の適用を受けるため、別表２に示す金融機関にローン契約を締結しようとする者

（以下、「申込者」という。）は、上棟前までにぎふの木の家事前登録申請書（様式第１号）（以

下、「登録申請書」という。）を岐阜県林政部県産材流通課長（以下、「課長」という。）に提

出しなければならない。 

２ 課長は、登録申請書受理後、申請された内容を確認のうえ、適当と認められた場合は、別に定

める予定棟数内で、ぎふの木の家事前登録書（様式第２号）（以下、「事前登録書」という。）

を交付するとともに、ぎふの木の家登録簿（様式第３号）（以下、「登録簿」という。）に登載

するものとする。 

 

（事前登録内容の変更） 

第４条 事前登録書の交付後、登録要件を満たさなくなった場合は、申込者はぎふの木の家事前登

録辞退届（様式第４号）（以下、「辞退届」という。）を課長に提出するものとする。 

２ 前項の辞退届の提出を受けた課長は、申込者の事前登録書を無効とするとともに、登録簿から

抹消するものとする。 

 

（県産材使用確認申請書） 

第５条 事前登録書の交付を受けた申込者は、第２条第１項の（２）に定める木材使用量の条件を

満たした段階で、速やかに県産材使用確認申請書（様式第５号）（以下、「確認申請書」という。）

及び確認申請書に定める書類一式を課長に提出しなければならない。 

 

（申請内容の確認） 

第６条 課長は確認申請書を受理したときは、別に定める確認要領に基づき書類確認及び抽出によ

り現地確認を行うものとする。 

２  申込者又は申請住宅を担当する工事施工者は、現地確認に立ち会うものとする。 

３ 確認要領第２条に規定する確認者（以下、「確認者」という。）は、確認申請書受理後速やか

に現地確認の日程を決定するものとする。 

４ 確認者は、申請内容の確認後、県産材使用確認調書（様式第６号）を作成するものとする。 

 

（登録通知） 

第７条 課長は、前条の申請内容の確認の結果、ぎふの木の家として適当と認めたときは、第３条



第２項の登録簿に確認情報を記載し、申込者に、ぎふの木の家登録書（様式第７号）を交付する

ものとする。 

２ 確認の結果、登録要件を満たさない申込者には、ぎふの木の家登録不適合通知書（様式第８号）

を交付し、登録簿から抹消するものとする。 

 

（登録住宅の取り消し） 

第８条 前条第１項の登録を受けた申込者が、提出した書類に虚偽の事項を記載、又は不正の行為

をした場合は、登録を取り消すものとする。 

 

（その他） 

第９条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

   附  則 

 １ この要領は、平成２０年度事業から適用する。 

   附  則 

 １ この要領は、平成２１年６月１日から適用する。 

   附  則 

 １ この要領は、平成２１年９月１４日から適用する。 

   附  則 

 １ この要領は、平成２２年６月１４日から適用する。 

   附  則 

 １ この要領は、平成２３年４月１日から適用する。 

   附  則 

 １ この要領は、平成２４年４月１日から適用する。 

   附  則 

 １ この要領は、平成２６年７月１日から適用する。 

   附  則 

 １ この要領は、平成２８年１月１２日から適用する。 

   附  則 

 １ この要領は、平成３０年４月１日から適用する。 

   附  則 

 １ この要領は、平成３１年４月１日から適用する。 

附  則 

 １ この要領は、令和３年４月１日から適用する。 

附  則 

 １ この要領は、令和４年４月１日から適用する。 

附  則 

 １ この要領は、令和５年４月１０日から適用する。 



 

 

別表１（第２条第１項関係） 

対象部材名 ＪＡＳ製品登録区分 

構造材（横架材を除く） 人工乾燥構造用製材、構造用集成材 

構造材（横架材） 機械等級区分構造用製材、構造用集成材 

内装材 人工乾燥造作用製材、造作用集成材 

 

別表２（第３条第１項関係） 

（独立行政法人住宅金融支援機構証券化支援事業活用型住宅ローン） 

協力金融機関一覧 

 株式会社大垣共立銀行 

 株式会社十六銀行 

 岐阜信用金庫 

 大垣西濃信用金庫 

 東濃信用金庫 

 関信用金庫 

 ※金融機関コード順 

 


